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            平成26年1月22日 

各      位 

 

会 社 名 株 式 会 社 大 盛 工 業   

代表者名 代表取締役社長 関  忠 夫 

（コード番号１８４４  東証第二部 ） 

問合せ先 執行役員総務部長 工 藤  実     

（TEL．０３ －３６２７－３２２１ ） 

 

当社に対する損害賠償請求訴訟の提起に関するお知らせ 

  

当社は、平成23年12月26日付の当社開示資料「特別損失発生のおそれに関するお知らせ」にてお知らせ

いたしましたように、過年度に当社が施工いたしました上水道工事に関しまして、東京都水道局（以下「水道

局」といいます。）より当該工事施工における瑕疵が指摘され、修補費用の損害賠償請求を受けておりました

が、本件に関して、この度、水道局より訴訟（以下「本件訴訟」といいます。）を提起され、本日付にて訴状

の送達を受けましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

 
記 

 

１．本件訴訟の原因及び訴訟提起に至った経緯 

 

①当社は、水道局より、平成 18 年 6 月 9 日に「町田市相原町 2781 番地先から同市相原町 706 番地先間送水管

（1500mm）用立坑築造工事」を請負代金 849,040,500 円にて受注し、工事を施工し、平成 22 年 1 月 5 日に水道

局の竣工検査を完了いたしました。 

   なお、本件立坑は、その後に行う送水管敷設のためのシールド・マシンの発進基地となるものでありました。 

 

 ②平成 22 年 12 月 13 日に水道局より当社に対し、後続工事であるシールド工事を受注した建設会社が、当社の施

工した立坑よりシールド・マシンを発進させたところ、コンクリート部に残置された鉄筋に当たり、マシンのビットが

損傷する事故（以下「本件事故」といいます。）が発生したとの連絡が入りました。 

 

 ③これを受けて、当社は本件事故を 1 日も早く解決するため、水道局と 24 回を超える交渉をもち、当社より修補の

方法を含めて各種提案を水道局に対して行いました。 

 

 ④しかしながら、水道局は当社提案を聞き入れず、また、当社とシールド工事を受注した建設会社との直接対話の

場の設定すらしないまま修補工法を決定し、修補工事自体も当該建設会社に発注いたしました。 

 

 ⑤そして、当社は、水道局より本件事故の修補工事に要した費用として、工事費用 173,512,500 円及び当該建設会

社に対する工事中断補償費用 53,697,000 円の合計 227,209,500 円の請求を受けました。 

 

 ⑥当社は、この水道局の一方的な請求を不服として、平成 24 年 2 月 29 日付にて、国土交通省管轄の調停機関で

ある中央建設工事紛争審査会に調停を申し立てました。 

 

 ⑦当該調停は、平成 24 年 5 月 8 日の第 1 回調停に始まり、平成 25 年 6 月 25 日の第 7 回調停まで 1 年超の期間

にわたり、合計 7 回行われました。 
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 ⑧当該調停の場におきましては、シールド・マシンのビットが損傷した原因についての当社の主張が、概ね理解され

る趨勢にて推移し、ビットの損傷と当社が残置した数本の鉄筋の間に相当因果関係が認められない、すなわち、

残置鉄筋がビット損傷の原因とは認められない、よって、残置鉄筋を瑕疵の原因とする損害賠償額の算定に関す

る調停はできないとの判断が調停委員会から下されました。 

 

 ⑨上記が調停委員会の見解であり、当社に損害賠償責任はないということになりますが、当社といたしましては、当

社と水道局との間で、金額的に歩み寄ることにより、一定金額の支払いによる和解をし、円満に本件を解決したい

と考え、解決金の支払提示を行いましたが、水道局の主張金額との間に大きな開きがあり、調停は不調に終わり

ました。 

 

 ⑩当社といたしましては、本件を終局的に解決するため、当社から水道局に対して債務不存在確認訴訟を提起する

ことも検討いたしましたが、民間企業である当社が、発注官庁である水道局を提訴することに対して躊躇するもの

があり、できることであれば、水道局に再考していただき、第三者機関である調停委員会の判断を踏まえての二

者間の話し合いで、別途解決の方策を模索したいと考え、水道局にもその旨申し入れておりました。 

 

 ⑪しかし残念ながら、水道局は、調停における趨勢、当社の申入れを無視して、今回、当社に対して損害賠償請求

の訴訟を提起してきたものであります。 

 

２．訴訟を提起した者の概要 

（１）名 称 ： 東京都 水道局 

 

（２）所在地 ： 東京都新宿区西新宿二丁目 8 番 1 号 

 

（３）代表者の役職・氏名 ： 東京都公営企業管理者水道局長 吉田 永 

 

３．訴訟の内容及び訴訟の目的物の価額（損害賠償金額） 

（１）訴えの内容 

修補工事の工事費用及び工事中断補償費用を損害賠償として、当社に求めてきたもの 

 

（２）訴訟の目的物の価額(損害賠償金額) 

工事費用 173,512,500 円及び工事中断補償費用 53,697,000 円の合計 227,209,500 円並びにこれに対する 

平成 23 年 12 月 27 日から支払い済みまで年６分の割合による金員の支払 

 

４．今後の見通し 

    前述 1．のとおり、本件事故に関する調停の場においては、事故原因に関する当社主張が概ね認められる趨勢

で推移したことからも、当社といたしましては、水道局による本件訴訟の提起を、逆に、本件の全面解決の機会と

とらえ、本件訴訟の場においても、当社の主張を正々堂々と主張してまいる所存であります。 

    なお、本件訴訟が当社の今後の業績に与える影響につきましては、現時点では不明であり、今後開示すべき事

項が発生した場合には、速やかに、お知らせいたします。 

    株主の皆様にはご心配をおかけし誠に申し訳ありませんが、当社といたしましては、本件に関しまして、全力を

挙げて対処してまいる所存でございますので、何卒、ご理解を賜りますようお願い申しあげます。 

    なお、 当社の今後の総体的な事業展開に関しましては、 

①土木事業は、これまではほぼ均等に上、下水道工事を受注してきましたが、近年においては上水道工事の

受注を手控え、下水道工事にシフトしてまいりました。その結果、現在施工中の 8 現場の内訳といたしましては、

下水道工事の 6 現場に対して、上水道工事は 2 現場であり、上水道工事に関しましては、本件訴訟の係属以前

から、今後はさらに縮小させる方針でおりました。 
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また、②不動産事業が当社事業における第 2 の柱となる事業となってきております。 

そして、③ＯＬＹ資材のリース事業は、引き続き順調に売り上げを伸ばしております。 

さらに④新規事業として開始いたしました太陽光発電事業に関しましても、当社本社社屋の屋上、及び千葉県

白井市の当社賃借地設置の太陽光発電設備に関しましては、既に売電を開始しております。 

また、最大規模となる当社茨城工場におきましても、太陽光発電設備を設置済みであり、近々売電開始予定で

あります。さらには、上記以外の地域における太陽光発電事業の展開も現在計画しており、太陽光発電事業を当

社の主力事業に育て上げていく予定であります。 

 従いまして、当社といたしましては、今回の水道局による提訴は、当社の今後の事業展開にさしたる支障を与え

るものではないと思料いたしております。 

 

以上 


